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Abstract 日本は世界的にみても積雪が多い地域である．こういった積雪地帯では，雪崩や融雪によ
る地滑り，積雪による家屋の倒壊などの雪害を引き起こす場合がある．これらの雪害は積雪深や積雪密
度，積雪水量，積雪内含水率などの積雪特性の変化によって生じる．したがって，さまざまな積雪特性
の変化を連続的に観測することが雪害の事前予測や減災につながる．本研究では，積雪面上および積雪
底面にそれぞれ設置した GNSS アンテナにより受信された衛星信号から搬送波位相観測量と受信強度
を利用して受信機近傍の積雪特性を連続的に推定する手法を検討する．

1 はじめに
雪は環境に対してさまざまな影響を与える．積雪によって，雪崩や融雪による地滑り，洪水等の災害を引き
起こす場合がある．また，融雪からの水は水力発電や農業などにとっては重要な水資源である．このようなこ
とから，積雪地帯では積雪深や積雪密度，積雪含水量等のさまざまな積雪特性の変化を常に監視しておく必要
がある．積雪特性の一つである積雪深を計測する一般的な装置として，レーザー式積雪深計や超音波式積雪深
計があり，これらの積雪深計からは精度の良い測定値が得られる．しかし，これらの装置は積雪深しか測定す
ることができないので，そのほかの積雪特性である積雪密度や積雪含水量等を測定することができない．よっ
て，さまざまな積雪特性を把握したい場合には，積雪重量計等の大掛かりな装置や，複素誘電率測定装置等の
取扱いに免許が必要な装置を積雪深計と組み合わせて用いる必要がある．
近年では，精密測量等に用いられる GNSS(Global Navigation Satellite System) を利用した積雪深の計測

技術開発が進んでいる．これらは大別して積雪面のマルチパスを抽出する方法 [1]と積雪の遅延と減衰を抽出
する方法 [2, 3]が提案されている．電子航法研究所では，後者の方法を用いた積雪特性推定法を提案している
[4]．また，電子航法研究所の手法を発展させたものが，本研究である．[4]では積雪が無い期間から測位を行
い，積雪面上および積雪底面アンテナの座標と衛星毎の搬送波位相バイアスを決定している．その後，搬送波
位相観測量の受信機間一重差から幾何学的距離差と搬送波位相バイアスを補正することにより積雪伝搬遅延を
抽出している．
本研究で提案する手法では，積雪面上および積雪底面にそれぞれ設置した GNSSアンテナにより受信され
た衛星信号の搬送波位相観測量と受信強度から，積雪による GNSS 電波の遅延と減衰を解析する．その後，
カルマンフィルタを適用して積雪深や積雪密度，積雪含水量等の様々な積雪特性を推定する．また，積雪特性
だけでなく搬送波位相観測量に含まれる搬送波位相バイアスと受信機時計誤差も合わせて推定する．この手法
は従来の測定方法と比較して，観測地点の非破壊，低コスト，省スペース化が実現できる．また，GPS衛星
は上空が開けている場所では最低 4機以上観測できるように衛星配置がされているので，連続的な観測が可能
である．
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2 積雪伝搬遅延量
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図 1 積雪伝搬遅延

図 1において，θinc は積雪面への GNSS衛星信号の入射角であり，θrefr は積雪面における GNSS衛星信
号の屈折角である．HSは積雪深，aは積雪時の伝搬経路における積雪内伝搬経路長，bは積雪がない時の伝
搬経路長を表している．ここで積雪内の複素屈折率実部 nr はスネルの法則により，次のように表すことがで
きる．

nr =
sin θinc
sin θrefr

(1)

ここで，θinc は衛星の仰角から計算することができる．衛星の仰角を θele とすると，次のようになる．
θinc =

π

2
− θele (2)

また，衛星の仰角 θele は，受信機位置を原点とした ENU座標系における衛星の座標を (e, n, u)とすることで
次のように表すことができる．

θele = tan−1 u√
e2 + n2

(3)

積雪伝搬遅延量 δS は式 (4)のように表すことができる [4]．

δS = nr × a− b = HS

(√
n2
r − sin2 θinc − cos θinc

)
(4)

3 観測方程式
積雪面上および積雪底面に設置された GNSSアンテナではコード擬似距離観測量および搬送波位相観測量

を観測できる．一般的にコード擬似距離観測量は搬送波位相観測量よりも雑音が大きい．したがって，積雪伝
搬遅延量を正確に抽出するにはコード擬似距離観測量は不向きである．よって，本研究では搬送波位相観測量
から積雪伝搬遅延量を抽出し，積雪深および複素屈折率実部の推定を行う．
積雪面上アンテナ受信機 rと積雪底面アンテナ受信機 uにおける観測方程式について述べる．以下では，衛

星 pの L1，L2帯における搬送波位相による観測量をそれぞれ Φp
L1(t)，Φp

L2(t)とする．積雪面上アンテナ受
信機 r での観測方程式は
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Φp
L1,r(t) = rpr (t, t− τpr ) + c [δtr(t)− δtp(t− τpr )]− δIpr (t) + δT p

r (t) + λ1B
p
L1,r + εpL1,r(t) (5)

Φp
L2,r(t) = rpr (t, t− τpr ) + c [δtr(t)− δtp(t− τpr )]−

f2
1

f2
2

δIpr (t) + δT p
r (t) + λ2B

p
L2,r + εpL2,r(t) (6)

となり，積雪底面アンテナ受信機 uでの観測方程式は
Φp

L1,u(t) = rpu(t, t− τpu) + c [δtu(t)− δtp(t− τpu)]

−δIpu(t) + δT p
u (t) + δSp

u(t) + λ1B
p
L1,u + εpL1,u(t) (7)

Φp
L2,u(t) = rpu(t, t− τpu) + c [δtu(t)− δtp(t− τpu)]

−f2
1

f2
2

δIpu(t) + δT p
u (t) + δSp

u(t) + λ2B
p
L2,u + εpL2,u(t) (8)

となる．ただし，c(≈ 2.99792458 × 108[m/s]) は光速を表しており，fi，λi は，Li 帯の周波数 [Hz] と波長
[m]を表している．(5)–(8)式において，rp(t, t − τp)は時刻 t − τp における衛星 pと，時刻 tにおける受信
機との幾何学的距離 [m]を表しており，τp は衛星数を ns とした衛星 p(p = 1, . . . , ns)から受信機への衛星信
号の伝搬時間 [s]を表している．また，δIp(t)，δT p(t)はそれぞれ電離層，対流圏における伝搬遅延 [m]であ
り，δtu(t)，δtr(t)は時間 tにおける受信機 u，rの受信機時計誤差 [s]，δtp(t− τp)は時間 t− τp における衛
星 pの衛星時計誤差 [s]，B は搬送波位相バイアス [cycle]であり，εは搬送波位相による観測雑音 [m]を示し
ている．(7)，(8)式において，δSp は積雪伝搬遅延 [m]である．

4 受信機間一重位相差
積雪面上アンテナ受信機および積雪底面アンテナ受信機において，両地点から同一の衛星 p に対する搬送
波位相による観測量の差を式 (9)，(10)に示す．この観測量の差は搬送波位相の受信機間一重位相差と呼ばれ
る．衛星に搭載されている原子時計の安定度は極めて高く，また，同一の衛星に対する観測量の差をとってい
るので，受信機間一重位相差では，衛星時計誤差や衛星位置誤差は除去される．

Φp
L1,ur(t) = Φp

L1,u(t)− Φp
L1,r(t)

= rpur(t, t− τpur) + cδtur(t)− δIpur(t) + δT p
ur(t) + δSp

u(t) + λ1B
p
L1,ur + εpL1,ur(t) (9)

Φp
L2,ur(t) = Φp

L2,u(t)− Φp
L2,r(t)

= rpur(t, t− τpur) + cδtur(t)−
f2
1

f2
2

δIpur(t) + δT p
ur(t) + δSp

u(t) + λ2B
p
L2,ur + εpL2,ur(t) (10)

ただし，
rpur(t, t− τpur) ≡ rpu(t, t− τpu)− rpr (t, t− τpr )

δIpur(t) ≡ δIpu(t)− δIpr (t)

δT p
ur(t) ≡ δT p

u (t)− δT p
r (t)

Bp
L1,ur ≡ Bp

L1,u −Bp
L1,r

Bp
L2,ur ≡ Bp

L2,u −Bp
L2,r

εpL1,ur(t) ≡ εpL1,u(t)− εpL1,r(t)

εpL2,ur(t) ≡ εpL2,u(t)− εpL2,r(t)

である．ここで，受信機間の距離が 10km程度までの短基線長の場合には電離圏屈折効果，対流圏屈折効果の
影響を無視することができ，δIpur ≈ 0，δT p

ur ≈ 0となる [5].
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5 幾何学的距離差補正
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図 2 積雪面上アンテナと埋雪アンテナの幾何学的距離差

図 2において，dは積雪面上アンテナと衛星の幾何学的距離であり，∆dは衛星からの積雪面上アンテナと
埋雪アンテナの幾何学的距離差である．また，Aは積雪面上アンテナから埋雪アンテナへの基線ベクトル，E

は積雪面上アンテナから衛星への単位視線ベクトル，θはベクトルAとベクトルE がなす角である．ここで，
余弦定理を用いることで次のような式が得られる．

(d+∆d)2 = d2 + |A|2 − 2d|A| cos θ
= d2 + |A|2 − 2dA ·E

∆d2 + 2d∆d − |A|2 + 2dA ·E = 0 (11)

式 (11)より，幾何学的距離差 ∆dは次のように表すことができる．
∆d = −d+

√
d2 + |A|2 − 2dA ·E

= rur(t, t− τur) (12)

このように，幾何学的な伝搬距離差は衛星および積雪面上アンテナ，積雪底面アンテナの位置関係に依存す
る．本研究では，積雪が無い期間に相対測位などの高精度測位を行い，積雪底面および積雪面上に設置された
アンテナ座標を測位しておく．また，衛星座標を精密暦を利用して求める．これより，衛星と受信機の正確な
幾何学的距離を求めることができる．求めた幾何学的距離を用いて，搬送波位相観測量の受信機間一重位相差
から，受信機間の幾何学的距離差を補正すると次のようになる．

Φ̃p
Li,ur(t) = Φp

Li,ur(t)− rpur(t, t− τpr ) (13)

= δSp
Li,u(t) + cδtur(t) + λiB

p
Li,ur + εpLi,ur(t) (14)

ただし，i = 1, 2である．
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6 積雪伝搬遅延の抽出
式 (14)から，状態方程式を式 (15)，観測方程式を式 (16)とおく．

xt+1 = F txt + ωt (15)

yt = Htxt + vt (16)

ただし，

yt ≡
[
Φ̃L1

Φ̃L2

]
，Ht ≡

[
Im×m Om×m 1 λ1Im×m Om×m

Om×m Im×m 1 Om×m λ2Im×m

]

F t ≡ I(2m+1)×(2m+1) ，xt ≡


δSL1

δSL2

cδtur
BL1

BL2

 ，vt ≡
[
εL1
εL2

]

である．1 ≡ [1, 1, · · · , 1]T，Im×m はm次の単位行列，Om×m はm次の零行列と定義する．また，上式に
おけるベクトルを以下で定義する．

Φ̃Li ≡


Φ̃1

Li,ur

Φ̃2
Li,ur
...

Φ̃m
Li,ur

 ，δSLi ≡


δS1

Li,u

δS2
Li,u
...

δSm
Li,u

 ，BLi ≡


B1

Li,ur

B2
Li,ur
...

Bm
Li,ur

 ，εLi ≡

ε1Li,ur
ε2Li,ur

...
εmLi,ur


ωt はシステム雑音 (ωt ∼ N(0,Qt))であり，Qt はシステムノイズ共分散行列である．式 (16)，式 (15)に線
形カルマンフィルタを適用することで，搬送波位相観測量の受信機間一重位相差から積雪伝搬遅延量 δS を抽
出する．

7 積雪特性推定
7.1 積雪深および複素屈折率実部推定

搬送波位相観測量の受信機間一重位相差から抽出された積雪伝搬遅延量は式 (17)ように表すことができる．

δSp
Li,u = HS

(√
n2
r,Li − sin2 θpinc − cos θpinc

)
+ εps (17)

アンテナ座標および衛星座標から各衛星の積雪面に対する入射角 θinc を計算することができる．したがっ
て，式 (17)に含まれる未知数は積雪深 HS，複素屈折率実部 nr である．ここで，式 (17)から状態方程式を式
(18)，観測方程式を式 (19)とおく．

xt+1,s = F t,sxt,s + ωt,s (18)

yt,s = Ht,sxt,s + vt,s (19)

ただし，

yt,s ≡
[
δSL1

δSL2

]
，Ht,s ≡

[
SHS,L1 Snr,L1

0
SHS,L2 0 Snr,L2

]

F t,s ≡ I3×3 ，xt,s ≡

 HS
nr,L1

nr,L2

 ，vt,s ≡
[
εL1,s
εL2,s

]
であり，ωt,s はシステム雑音 (ωt,s ∼ N(0,Qt,s))である．また，上式の各要素を以下に示す．
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SHS,Li ≡
∂δSLi

∂HS

∣∣∣∣
x=x̂−

t

=



√
n2
r,Li − sin2 θ1inc − cos θ1inc√

n2
r,Li − sin2 θ2inc − cos θ2inc

...√
n2
r,Li − sin2 θminc − cos θminc



Snr,Li
≡ ∂δSLi

∂nr,Li

∣∣∣∣
x=x̂−

t

=



HS·nr,Li√
n2
r,Li−sin2 θ1

inc−cos θ1
inc

HS·nr,Li√
n2
r,Li−sin2 θ2

inc−cos θ2
inc

...
HS·nr,Li√

n2
r,Li−sin2 θm

inc−cos θm
inc

 ，εLi,s ≡

ε1Li,s
ε2Li,s
...

εmLi,s


式 (19)，式 (18)に拡張カルマンフィルタを適用することで積雪深および複素屈折率実部を推定する．

7.2 受信強度を用いた複素屈折率虚部推定

積雪面

地面

大気

図 3 受信強度

一般的に，大気中を伝搬する際に生じる減衰は積雪中を伝搬する際に生じる減衰や積雪と大気の境界面で発
生する減衰より小さい．図 3において，積雪底面アンテナでの受信強度 Iu は次のように表すことができる．

Iu = Ir − Irefl − Ia (20)

ここで，Io は衛星から電波が射出されたときの信号強度 [dB-Hz]，Ia は積雪内を伝搬する際に生じる減衰強
度 [dB-Hz]，Ir は積雪が無い期間に観測された積雪底面アンテナでの受信強度 [dB-Hz]，Irefl は積雪表面で
の反射強度 [dB-Hz]である．
積雪面での反射強度 Irefl は式 (21)に表せる [6]．

Irefl =

∫ 2π

0

{(
r⊥

√
Ir sinα

)2
+

(
r∥
√
Ir cosα

)2}
dα

2π
=

r2⊥ + r2∥

2
Ir (21)

ここで，垂直方向の反射係数 r⊥ および水平方向の反射係数 r∥ は次のように表すことができる．

r⊥ =
Er

⊥
Ei

⊥
=

Zs cos θinc − Zv cos θrefr
Zs cos θinc + Zv cos θrefr

(22)

r∥ =
Er

∥

Ei
∥
=

Zv cos θinc − Zs cos θrefr
Zv cos θinc + Zs cos θrefr

(23)
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また，波動インピーダンス Zs および Zv はそれぞれ次のように表せる．

Zs =

√
µ0

ε0 (εr + jεi)
，Zv =

√
µ0

ε0

ここで，µ0 は真空における透磁率，ε0 は真空における誘電率である．ランベルト・ベールの法則より，減衰
率 α[dB/m]は式 (24)のように表せる．

α = − Ia
10 log e

× 1

a
(24)

ここで，積雪内伝搬経路長 aは積雪伝搬遅延量から推定した積雪深および複素屈折率実部を用いて式 (25)よ
り求める．

a =
HS

cos θrefr
(25)

大気の複素屈折率実部を 1とするとスネルの法則から，衛星信号の屈折角 θrefl は式 (26)で表せる．

θrefr = arcsin

(
sin θinc

nr

)
(26)

また，複素屈折率虚部 ni には式 (27)が成り立つ．

ni =
λiα

4π
(27)

式 (24)と式 (27)を用いて，Li帯における衛星 pにおける時刻 tでの減衰強度 Ipa,Li は式 (28)で表せる．

Ipa,Li(t) = −10 log e× 4π

λi
× ap(t)× ni(t) (28)

本研究では，L1帯の受信強度を用いて複素屈折率虚部 ni を推定する．積雪内の複素屈折率 n̄は，複素屈折率
実部と複素屈折率虚部によって次のように表せる．

n̄ = nr − jni (29)

7.3 複素誘電率および積雪特性推定

カルマンフィルタを利用して積雪深と複素屈折率実部を推定し，得られた推定値とアンテナの受信強度から
複素屈折率虚部を推定した．積雪内の複素屈折率実部および虚部を用いて，積雪内の複素誘電率 ε̄は式 (32)

のように表される．
ε̄ = n̄2 (30)

= (n2
r − n2

i )− j(2nrni) (31)

= εr − jεi (32)

ここで，εr は積雪内の複素誘電率実部，εi は積雪内の複素誘電率虚部である．複素誘電率の値とモデル式を
利用することで，含水率および積雪密度を推定する．
積雪の複素誘電率実部と含水率，密度の関係式はさまざまなものが提案されている [7]–[12]．本研究では，4

つのモデル式を比較する．

1. 空気・水・氷複合モデル [7]

εr =

(
0.01 LWC

√
εr,w +

ρds
ρi

√
εr,i +

(
1− ρds

ρi
− 0.01 LWC

)
√
εr,a

)2

(33)

ここで，空気の複素誘電率実部は εr,a = 1,氷の複素誘電率実部は εr,i = 3.18，0◦C，1GHzでの水の
複素誘電率実部は εr,w = 88，氷の密度は ρi = 917 kg/m3 である [8]．
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2. Sihvola&Turiによるモデル [9][10]

εr = 1 + 1.7× 10−3ρds + 7.0× 10−7ρ2ds + 8.7× 10−2LWC+ 7.0× 10−3LWC2 (34)

3. Denothによるモデル [11]

εr = 1 + 1.92× 10−3ρws + 4.4× 10−7ρ2ws + 1.87× 10−1LWC+ 4.5× 10−3LWC2 (35)

4. Debyeによるモデル [12]

εr = 1.0 + 1.83ρws + 0.02LWC1.05 +
0.073LWC1.31

1 + (fi/f0)
(36)

ここで，f0 = 9.07GHzである．

どのモデルにおいても含水率 LWCは体積含水率で与えられる．また，モデル 1，2では乾雪の密度 ρds[kg/m
3]

から式 (37)を用いて湿雪の密度 ρws[kg/m
3]に変換する．
ρws = ρds + 0.01LWCρw (37)

ここで，水の密度は ρw(= 1000[kg/m3])に変換する．
複素誘電率虚部は含水率と周波数に依存して変化するモデルがいくつか提案されている．本研究で用いる積
雪の複素誘電率虚部 εi は以下の 2つのようにモデル化されるものを用いる．

1. Debyeによるモデル [12]

εi =
0.073(fi/f0)LWC1.31

1 + (fi/f0)
(38)

2. Sihvola&Turiによるモデル [10]

εi =
fi

109Hz

(
1.0× 10−3LWC+ 8.0× 10−5LWC2

)
εi,w (39)

ここで，0◦C，1GHz での水の複素誘電率虚部は εi,w = 9.8，対象周波数は GPS L1 帯の周波数 f1 =

1.57542GHzである．
Debyeのモデルでは式 (38)から含水率を求める．その後，式 (36)から求めた含水率を用いて積雪密度を推
定する．その他のモデルでは式 (39)から含水率を求めた後，式 (33)–(35)を用いて積雪密度を求める．

8 実験
実験では，新潟県長岡市防災科学研究所雪氷防災センター敷地内に設置した積雪面上アンテナと積雪底面ア
ンテナを用いて観測を行い，得られた L1帯および L2帯の搬送波位相観測量から，アンテナ間の幾何学的距
離差補正と受信機間一重位相差により，積雪伝搬遅延量と受信強度低下量の抽出を行った．また，得られた積
雪伝搬遅延量と受信強度低下量から積雪深や積雪密度，積雪内含水率等の積雪特性推定を行った．2つのアン
テナ間の基線は約 20mと短く，受信機間一重位相差をとることで電離圏遅延と対流圏遅延の大部分を除去で
きる．また，積雪面上および積雪底面アンテナ座標は積雪のない期間に相対測位を行い求めた．

8.1 実験条件

実験期間では降雨・降雪がなく，気温および積雪表面温度の急激な変化も見られなかったため，複素屈折率
の変化は小さいと考えられる．積雪面上アンテナへの着雪もないため，積雪面上アンテナにおける搬送波位相
観測量には積雪伝搬遅延量は含まれていない．その他の実験条件は表 1に示す．表 1において，観測時刻は
GPS時刻 (GPS Time; GPST)から求めた時刻である．また，積雪面上アンテナ座標および積雪底面アンテ
ナ座標における Heightはその地点の楕円体高を示す．
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表 1 実験条件
観測場所 新潟県長岡市防災科学技術研究所雪氷防災センター
観測時刻 2015 年 2 月 15日
更新間隔 0.5 s

衛星位置 精密暦
衛星時計誤差 精密暦
使用衛星 GPS

仰角マスク 30 deg.

受信機 DL-4 plus (NovAtel)

積雪面上アンテナ AT2775-43W-NTPF-000-RG-40-NM (AeroAntenna)

積雪底面アンテナ GPS-702-3.01 (NovAtel)

積雪面上アンテナ座標 (ITRS) Lat:37.426626161，Lon:138.886684286，Height:140.782

積雪底面アンテナ座標 (ITRS) Lat:37.426533033，Lon:138.886691259，Height:138.431

アンテナ間から約 20mほど離れた場所にレーザー式積雪深計，積雪重量計，気温計などの気象観測装置が
設置されている．レーザー式積雪深計では積雪深の cmの一の位まで求める．また，レーザー式積雪深計と積
雪重量計は 10分毎に計測値を出力する．レーザー式積雪深計と積雪重量計の計測値から式 (40)を用いて積雪
全層密度 ρs を算出した．

ρs =
SWE

HS
(40)

ただし，SWEは積雪水量 (Snow Water Equivalent)である．本研究では，レーザー式積雪深計と積雪重量計
の計測値から算出した積雪全層密度 ρs と，モデル式から推定した湿雪の密度 ρws を比較する．

8.2 実験結果

図 4，5に L1および L2搬送波位相観測量から抽出した積雪伝搬遅延量を示し，図 6，7に積雪伝搬遅延量
の仰角特性を示す．グラフにおいて線の色の違いが衛星の違いを表す．L1と L2で積雪伝搬遅延量が異なる
理由として，積雪内の複素屈折率は周波数依存性があることがあげられる．また，図 6，7より衛星の仰角が
低くなるにつれて GNSS電波の積雪内伝搬経路長が大きくなるため，積雪伝搬遅延量の値が大きくなること
が分かる．図 4の 12:00頃において，積雪伝搬遅延量が大きい低仰角衛星には推定の値が飛んでいる箇所があ
る．サイクルスリップは積雪伝搬遅延量を抽出する際に同時に補正している．そのため，この時点ではハーフ
サイクルスリップが発生して，推定結果に半波長分の飛びが発生していると考える．
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図 4 積雪伝搬遅延推定結果 (L1)

図 5 積雪伝搬遅延推定結果 (L2)

-37-



図 6 積雪伝搬遅延の仰角特性 (L1)

図 7 積雪伝搬遅延の仰角特性 (L2)
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図 8 に拡張カルマンフィルタを用いて推定した積雪深および複素屈折率実部を示す．ここで，レーザー式
積雪深計での計測値は水色マーカーで示している．2:00–5:00，7:00–18:00において GNSSを用いた推定値と
レーザー式積雪深計の計測値には 5cm以上の乖離があり，最も大きい箇所で 11.5cmの乖離が発生している．
一方，18:00以降は GNSSを用いた推定値とレーザー式積雪深計の計測値との差が 2cm以下と小さい．この
結果は，時間によってアンテナから観測される衛星の数が異なることが大きく影響していると考えられる．観
測される衛星の数が多いほど，積雪深の推定値の精度が高くなっている．また，複素屈折率実部の推定結果に
関しては，L1帯，L2帯において大きな違いはみられない．

図 8 2015年 2月 15日の積雪深および複素屈折率実部推定結果

図 9に観測期間での気温，積雪表面温度，2つのモデルを用いた体積含水率の推定結果を示す．体積含水率
の推定結果として，どちらのモデルを用いても大差がなく 2–3%の値をとった．観測期間では，気温および積
雪表面温度の変化が小さいため，この日の含水率は小さいと予測される．
図 10 に体積含水率および複素誘電率実部から 4 つのモデルを用いて推定した積雪密度の結果を示す．ま

た，気象観測での測定値をひし形マーカーで示している．sihovola&Turi および Debye のモデル式から推定
された積雪密度は気象観測値と近い値をとった．一方，Denothおよび Tree-phase-mixingのモデル式から推
定された積雪密度の結果は，気象観測値よりも 200kg/m3 ほど小さい．
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図 9 気温・積雪表面温度および体積含水率推定結果

図 10 積雪全層密度推定結果

-40-



9 結論
本研究では GNSS電波を用いて積雪深，複素屈折率，体積含水率，積雪密度を推定する手法を提案した．こ
の手法は従来の積雪特性観測方法と比べて，低コスト・省スペースであり，非破壊かつ連続的な観測が可能で
ある．
本研究の結果から，含水率や積雪密度の推定に関しては適切なモデルを選択すれば気象観測値に近い推定結
果が得られることが分かった．積雪深の推定に関しては，アンテナから観測される衛星の数が推定精度に大き
く影響していることが分かり，観測された衛星の数が多い時間帯ではレーザー式積雪深計の計測値と近い推定
結果を得られた．本研究では GPS の観測データのみを利用しているが，QZSS や Galileo 等の GPS 以外の
GNSS衛星を利用することができれば，観測される衛星の数が増えることになり，さらなる推定精度の向上が
期待できる．また本研究では搬送波位相観測量の受信機間一重位相差を利用して積雪特性の推定を行っている
が，この手法ではわずかにケーブル間遅延やアンテナ位相特性による誤差が残留している．こういった誤差の
除去を目的として，観測量の二重位相差を用いた積雪特性の推定方法も考えていく予定である．
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